（第３号様式）

会議要旨
	会議名
	平成３０年度第１回　館山市下水道事業審議会

	開催日
	平成３０年１０月２９日（月）

	開催場所
	館山市鏡ケ浦クリーンセンター　会議室

	出席者
	委員（１１名）＊50音順
・石井　久治（長須賀区連合町内会長）

・礒邉　勉　（八幡連合区長）

・鈴木　正一（館山市議会議員）

・鈴木　久雄（館山船形漁業協同組合代表理事組合長）

・髙橋　和子（館山商工会議所女性会副会長）

・高山　治　（安房土木事務所長）

・滝口　惠子（館山市保健推進協議委員）

・角田　吉夫（館山市商店会連合会長）

・伏原　由美（六軒町連合町内会長）

・本多　成年（館山市議会議員）

・山谷　明照（三町地区連合会長）

 (欠席３名)
事務局（７名）
・館山市長
・建設環境部長
・下水道課長
・下水道課副課長兼管理係長、他下水道課職員３名

	公開・非公開の別
	公開

	非公開の場合の理由
	

	傍聴人数
	０名

	会議概要・結果等
	1 委嘱状の交付
②会長及び副会長の選出

・会長に角田吉夫委員、副会長に山﨑秀雄委員を選出した。
③館山市公共下水道事業の整備状況について
（事務局からの説明）

　・現在の認可区域　209 ha
　・平成29年度末までの整備済み区域207.1ha　　割合99.1％

④館山市公共下水道事業特別会計　地方公営企業法適用への移行について

（事務局からの説明）　
・下水度事業への地方公営企業法適用の必要性
≪適用によるメリット≫

　・類似団体との経営比較
　・施設に必要な固定資産情報の精緻な把握

　・職員の経営意識の向上　など

・公営企業会計の適用拡大について
・平成２７年１月の総務省からの強い要請により、平成３２年４月までに、行政人口３万人以上の団体の下水道事業は、公営企業会計に移行することとされ、該当となる全国の自治体で移行のための作業が進められている。館山市では、平成３２年４月１日からの法適用化に向けて準備を進めている。
・地方公営企業法について
・適用関係との適用の主なメリット

　・法適用をすることにより、類似団体との経営比較が容易となり、固定資産情報の精緻な把握がされ、職員の経営意識の向上がされるなどの事業経営面でのメリットがあると言われている。
・適用規程と執行体制

　・館山市の下水道事業については、規模が小さく、職員数も少ないため、財務規定のみの一部適用としている。財務適用の中で、会計事務等を会計管理者に委任する体制で行う。この執行体制が、現状の事務処理と最も変わらない方法になる。出納や会計事務を長が会計管理者に委任し、会計管理者のもとに出納員を置き事務を行う形となる。その他人事給与、契約、予算の調整などは、現状と同じ。この体制で進める理由は、法適用化による各課の業務の負担増、人員の増を極力抑えるため。
・全体工程
　・固定資産調査・評価

　　・平成29年度に法適用移行支援等業務を税理士法人と契約している。固定資産の調査評価や条例策定、勘定科目設定、職員研修、関係機関との調整などの際に専門的な支援を受け移行に取り組んでいる。　　

　　・平成29年度は、固定資産調査・評価を行った。
　　・移行支援等業務　平成29年度事業報告の説明
　　　・土地ほか固定資産取得価格総額　約183億円

　　　・平成32年度期首残高　　　　　 約128億円

　　　・毎期発生する減価償却費　　　　約2億2千万円 など報告
　・移行事務手続き

　　・移行事務で条例、規則の制定・改正や勘定科目設定などの新しい予算の検討と関連して、システムを構築していく。
　・システム構築

　・平成30年7月にシステム導入等の委託業務をシステム事業者と契約した。法適用化のために2つの業者委託を行ったが、この委託の費用については、国からの地方財政措置がされ、費用の100％に地方債が充てられ、償還金の約50％に地方交付税措置がされる。
⑤主な質疑応答
Ｑ：法適化のメリットとして類似団体との比較とあるが、類似団体はどこか。
Ａ：人口規模や事業期間が近い点で、県内では大網白里市、八街市、旭市が類似団体になる。
Ｑ：機械器具の修理は耐用年数に応じて行うのか。
Ａ：機械器具ごとに耐用年数は様々だが、標準耐用年数を参考にしつつ、現状を見て、更新の必要なものに対応し、長寿命化を図っている。
Ｑ：法適化のデメリットはどのようなものか。
Ａ：3点が考えられる。
①　移行に向けて多大な労力や時間、費用などの負担を要する事
②　費用が明確化されることに伴い、一般会計からの繰入金が削減されかねない点
③　費用対効果を考えなければならないので、整備計画の見直しが迫られることになる。
Ｑ：昨今の人口減少、施設の老朽化の中で、経営の透明性を高めることで使用料負担が増えることが危惧される。国の補助金も維持管理の方に変わっていくとも聞くが、どのように考えるか。
Ａ：接続率が上がらないと収入増のため使用料の見直しも考えられる。整備に係る補助金に関しては、館山市からは出していないが、全国の自治体から整備に関する補助金の継続を求める要望は出ている。
Ｑ：下水道に接続していない人はどの位いるか。
Ａ：供用開始した区域の中で接続している人の割合は７６％。
Ｑ：第二期事業２０９haが概ね完了となるが、当初全体計画の面積はどの位か。処理場の用地は当初全体計画を考慮した面積か。
Ａ：当初全体計画面積は１１９７haで、現在の処理場の用地は、当初全体計画面積の１１９７haを考慮した面積です。また、平成２７年度に市の汚水適正処理構想の見直しにより４５０haとする方針とした。
Ｑ：全体計画を縮小し、未利用地となる部分についての活用方法は。
Ａ：現在、庁内各課において有効活用可能か確認をとっており、検討段階にある。
Ｑ：早めの検討をお願いする。縮小した全体計画４５０haの整備完了は、いつごろか。また、４５０haを整備した場合に処理場を増設する必要があるか。
Ａ：４５０haの整備完了は、平成４６年の計画となっている。処理場の増設をせず、現在できている２池で対応可能な面積となっている。次期事業については、広げようとする地域の住民の意向、人口密度、費用対効果を基に検討する必要がある。従って、第2期が完了してすぐに次期事業へ進むという事は、ない。
報告１
　　鏡ケ浦クリーンセンター包括委託事業者の変更について、平成３０年４月から柾木工業㈱へ変更した。この業務は、平成２１年６月から包括委託とし、複数年契約を締結してきた。その後は平成２３年１０月、平成２６年６月と契約を行った。今回の契約期間は平成３０年４月～平成３５年３月になる。【質疑なし】
報告２
　　次回の開催時期と審議内容について、時期は平成３１年度上半期を予定し、内容は平成３１年１０月からの消費税率の変更に伴う、変更分の下水道使用料の見直しについてお諮りする予定。下水道使用料は、使用料本体に消費税が賦課されている。平成２６年４月に消費税率が５％から８％に改正された際は、３％の増分を値上げした経緯がある。【質疑なし】


〈記入時の注意事項〉

※　会議の公開・非公開の別は，該当するものを選び，それ以外を削除してください。

※　会議要旨は非公開の会議においても公表しますので，会議概要・結果等は非公開事項に留意し記入してください。

